
 
 
３．４ 震源断層モデル等の構築 

３．４．１ 強震動予測手法と地下構造モデルに関する調査研究 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

 3．1～3．3 で得られたデータ等を総合して、プレート境界地震、スラブ内地震のそれぞ

れについて、地震発生場所の絞込み、地殻やプレートを含む地下構造モデルの構築、さら

には震源断層モデルの構築等を行う。首都圏に脅威をもたらす地震の解析、地下構造モデ

ルの構築なども行って、長周期地震動予測地図や首都直下地震の強震動予測につなげる。 
 
(b) 平成 20 年度業務目的 

 前年度に引き続き、首都圏に脅威をもたらした相模トラフや駿河トラフ沿いの過去の地

震の解析、そのための地下構造モデルの構築を継続して行う。前年度に開発した計算機コ

ードを使い、上記の地域で発生する地震について長周期地震動予測地図を試作する。既存

の強震観測網のデータを利用した地下構造モデル化のための解析手法について検討し、そ

れらの結果を合わせて地盤モデルの収集・整理を行う。 
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(2) 平成 20 年度の成果 

(a) 業務の要約 

駿河・南海トラフ沿いで発生する海溝型巨大地震に対する長周期地震動予測地図を作成

するために必要な地下構造モデルについて、M7 クラス地震の観測波形とシミュレーショ

ン波形との比較により検証を行った。その結果、伊豆・駿河湾周辺のモデル修正が必要で

あることがわかり、レシーバー関数などを使って改良を行った。これらにより、長周期地

震動の計算に必要な１次地下構造モデルをほぼ完成することができた。このモデルを使い、

想定東海地震および東南海地震に対する長周期地震動予測地図を試作した。 
また、昨年度導入した、レイリー波の水平／上下振幅比を使った速度構造推定法（HZ

法）の改良を行い、水平成層モデルの深度を求めることを可能とした。この手法を首都圏

の地震観測記録に対して広範囲に適用し、関東地方の地下構造モデルの高度化を試みた。 

さらに、歴史地震の震度分布データを利用して震源モデルを推定する手法の開発を開始

し、1855 年安政江戸地震を対象に予備的解析を行った。 
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(b) 業務の成果 

1) 長周期地震動予測による地下構造モデルの検証 

1-a) はじめに 
前年度は長周期地震動計算に用いる計算手法について、地下構造モデルを正しく反映し

た手法となるような改良を行った。その手法を、中規模地震のシミュレーションと平成 18
年度大大特報告書 1)による想定東海地震に対する広域地震動予測の試算に適用し、その有

効性を確認した。一方、海域のモデル化手法を変更したことにより、想定東海地震や東南

海地震による首都圏での長周期地震動予測を行う上で重要な駿河湾周辺などの海域の地下

構造モデルを高度化することが必要であることも明らかになった。 
本年度業務では、想定東海地震、東南海地震による首都圏を含む広域の長周期地震動予

測地図を試作するため、まず最初に、対象地震の震源域で発生した 2004 年紀伊半島南東

沖の地震による観測波形の再現計算を行い、従来の地下構造モデルの検証および改良を実

施し、１次地下構造モデル 1)を構築した。次に、この地下構造モデルを使い、想定東海地

震と東南海地震による長周期地震動予測地図を試作した。 
 
1-b) 地下構造モデルの改良 

初期モデルとして検討した地下構造モデルは、大大特プロジェクトにおいて作成された

モデル(田中・他, 2006 2); 三宅・他, 2007 3))（図１、表１）である。比較対象とした地震

は 2004 年 9 月 5 日紀伊半島南東沖の地震の前震（Mj 7.1）であり、この地震の震源を図

２に示すような Yamada and Iwata (2005) 4)と同様の点震源、2 つの二等辺三角形からな

る震源時間関数で表現して 3 次元差分法 (Pitarka, 1999) 5)により計算した。差分法計算の

格子間隔は水平方向 0.25km、鉛直方向には、浅部 0.2km～深部 0.8km となるような不等

間隔とした。この場合、計算上有効な周期範囲は 3.5 秒よりも長周期側となる。図３には

計算結果として、震源から関東平野に至る地震観測点での観測波形と計算波形との比較を

示す。関東平野内では後続位相の継続時間などは比較的よく対応した結果が得られている。

一方、地震波伝播経路にあたる駿河湾・伊豆半島周辺では図３および図４に見られるよう

に、観測波形の再現が十分でなく、特に駿河湾奥での計算波形の振幅が過小評価となって

いる。この領域は、駿河トラフで発生する巨大地震から首都圏への地震動伝播経路にあた

ることから、ここでの観測波形を再現できるように地下構造モデルの改良を行うこととし

た。 
駿河湾および伊豆半島周辺を図５に示すようにブーゲー異常や地質分布の特徴などを

参考にいくつかの領域に分割し、それぞれの代表地点で観測された地震波形に対してレシ

ーバー関数解析を行った。図６には SZO011（富士宮）における解析例を示す。ここで、

a)に示す観測波形から求めたレシーバー関数に対して、d)に示す構造モデルから計算され

る理論的なレシーバー関数が b)である。そして、これらを比較したものが c)であるが、両

者の特徴的な位相はよく一致していることがわかる。なお、初期構造モデルからの修正は

試行錯誤的に実施した。このような修正を各領域内で行い、それらをともに駿河湾周辺の

地下構造モデルを修正した（図７）。この結果、初期モデルでは駿河湾の奥では地震基盤深

度は浅かったものが、改良後はそれに比べて 2km 程度深いモデルとなった。 
上記の改良後の地下構造モデルに対して再び差分法によるシミュレーション計算を行
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い観測波形と比較したところ、駿河湾の奥部から西岸の領域では観測波形に対して計算波

形の振幅が依然として不足していたため、さらに改良を実施した。図８は駿河湾奥部から

御前崎にかけての K-NET、KiK-net 観測点で観測された 2004 年紀伊半島南東沖の地震（本

震）の際の波形記録をもとに、0.15～0.25Hz の平均フーリエスペクトルの振幅比をプロッ

トしたものであり、数字は硬質な地盤に位置する SZOH24 を基準にした各観測点の振幅比

の値である。これらを見ると、内陸部から海岸に向かって値が大きくなる、すなわち振幅

が大きくなっている。このことから、海岸部に向けて低速度層が厚くなっていることが示

唆される。さらに、この付近で実施された反射法探査断面 (Kodaira et al., 2004) 6)との比

較を行うと、スペクトル比の値がおよそ 1.5 となる地点が Vs=2.0km/s 程度の層が露頭し

ている場所に相当していることがわかる。このことから、スペクトル比が 1.5 よりも大き

な値の領域が Vs=1.0km/s 層、すなわち付加体の分布域と考えてモデルの修正を実施した。

このように設定した付加体の下面の深度分布を図９に示す。修正前のモデルに比べると、

駿河湾の奥部まで付加体に相当する速度層が分布する構造となっている。 
以上の再修正を施した地下構造モデルを使い、再度、2004 年紀伊半島南東沖の地震の

前震の再現計算を行った。図 10 には SZO018（榛原）および SZO019（掛川）での波形を

示す。赤の観測波形に対して、改良前の構造モデルによる計算波形を青で、改良後のモデ

ルを使った計算波形を黒で表示した。改良前は観測波形に比して計算波形の振幅が不足し

ていたが、改良後はおおむね同レベルの振幅となった。 
以上により、本年度行ったモデルの改良も含めて、関東地方から近畿地方までの長周期

地震動予測に必要な１次地下構造モデルがほぼ完成した。図 11 には付加体に相当する速

度層の下面深度（Vs=1.5km/s 層の上面）および地震基盤面（Vs=3.2km/s 層）の深度分布

図を修正前と修正後を合わせて示す。本年度実施した修正により伊豆半島および駿河湾周

辺で基盤深度が深くなった。また、図 12 には、濃尾平野および関東平野を通る南北断面

での速度層の深度分布を示した。なお、図 12(a)はフィリピン海プレート上面深度の分布

であり、Sato et al. (2005) 7)を反映した上で、馬場・他 (2006) 8)により作成されたもので

ある。 
 

1-c) 長周期地震動予測地図の作成 

作成した地下構造モデルを使用して、関東地方から近畿地方に至る広域での長周期地震

動予測地図を試作した。対象とした地震は想定東海地震および東南海地震である。想定東

海地震は南海・駿河トラフを震源とする地震のうち、駿河湾～浜名湖沖の領域を震源とす

る M8 クラスの地震である。過去に南海トラフで発生した地震のうち、この領域だけを震

源域とした地震は知られていないが、1944 年の東南海地震（昭和東南海地震）の際に破壊

せずに残った領域と考えられているため、想定東海地震発生の切迫性が高いと考えられて

いる。また、東南海地震は潮岬沖～浜名湖沖の領域を震源とする M8 を超える規模の地震

であり、最近ではこの領域で 1944 年東南海地震が発生している。平均発生間隔は約 110
年、次の東南海地震の発生確率は今後 30 年以内に 60～70％と大きな値である（地震調査

研究推進本部, 2009）9)。いずれの地震も発生した場合、首都圏をはじめとする太平洋沿岸

を中心に多大の影響を及ぼすことが想定される。 
想定東海地震の震源モデルは昨年度業務と同様に、地震活動と固着域の関係を参考にア

 266



 
 
スペリティと背景領域からなる特性化震源モデルを作成した。中央防災会議  (2001) 10)お

よび地震調査研究推進本部地震調査委員会  (2001) 11)による震源域の形状をもとに、松村  
(2002) 12)による地震活動と固着域の関係を参考に 3 個のアスペリティを設定した。これら

のアスペリティ位置は、浜名湖の北西側で生じた東海スローイベントの領域  (Ozawa et 
al., 1998 13); Ohta et al., 2004 14) ; Miyazaki et al., 2006 15)) と相補的になるように配置し

た。断層領域に対するアスペリティ領域の面積比やすべり量比は、Murotani et al. (2008) 

16) のプレート境界地震のスケーリング則に基づきそれぞれ 19%、2.1 倍とした。断層全

体の平均応力降下量は中央防災会議 (2001) 10)などと同様に 3.0 MPa としたので、アスペ

リティモデルを適用して計算した場合、アスペリティの応力降下量は 15.8 MPa となる。

すべり速度時間関数には、中村・宮武  (2000) 17)を用いた。なお、小断層は地下構造モデ

ルのフィリピン海プレート上面より 1 km 浅い場所に設定した。想定東海地震の破壊開始

点は、Heki and Miyazaki (2001) 18) による GPS 解析結果や Hori (2006) 19) による地震

サイクルシミュレーション結果を参考に、東海スローイベントの終端部分に近い西側の部

分に配置し、破壊開始点から同心円状に広がりながら、北東方向に割れ進むとして計算を

行った。破壊伝播速度は、震源域近傍の平均的な S 波速度超えないように 2.7 km/s と設

定した。 
一方、過去の震源過程が推定されている東南海地震については、近地波形を使ったイン

バージョン解析結果である山中 (2004) 20) による 1944 年東南海地震の震源モデルを採用

して計算を行った。震源インバージョンで設定されている断層面は一枚の平面であるが、

海域構造を含む三次元地下構造モデルのプレート境界の形状を考慮し、解析により得られ

た震源モデルの小断層をフィリピン海プレート上面より  1 km 浅い場所に再配置して計

算に用いた。 
上記の震源モデルを設定した上で試算した長周期地震動予測結果として、図 13 に想定

東海地震による長周期地震動の最大速度分布を、図 14 には東南海地震による長周期地震

動の最大速度分布図を示した。なお、差分法の計算条件は 2004 年紀伊半島南東沖の地震

の前震に対する再現計算と同様のものとした。そのため、計算上有効な周期は 3.5 秒より

も長周期成分であり、実際の最大速度はここに示した値よりも大きくなる可能性がある。

想定東海地震に対しては、震源域に位置する駿河湾周辺で 40 cm/s 以上の最大速度が予測

されるとともに、関東平野においても地震基盤の形状を反映したような分布形状で同程度

の最大速度値が予測されている。これは、震源での破壊伝播方向の前方に位置する関東地

方で directivity 効果が強く表れたことと、関東平野に存在する厚い堆積層の影響を反映

したものと考えられる。一方、東南海地震に対する予測結果では、震源域に近い濃尾平野

や大阪平野での最大速度が想定東海地震に対する予測値よりも大きな値となっていること

がわかる。また、ここでも破壊伝播方向の前方にあたる御前崎周辺や関東平野での速度値

が大きく、濃尾平野などと同様のレベルに達している。しかし、東南海地震の震源域は想

定東海地震に比べて関東平野からは離れていることや震源域の大半が海域に位置している

ことなどから、最大速度が大きな範囲は想定東海地震よりも限定的である。ただし、地震

の規模が想定東海地震よりもやや大きいため、最大速度が大きな領域が広範囲に及んでい

る。 
本年度業務では長周期地震動予測地図の試作として、想定東海地震および東南海地震に
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対する最大速度値分布図を作成した。また、南海トラフでは今回想定した２つの地震に加

えてさらに規模が大きな南海地震の発生も想定される。この地震についても首都圏をはじ

めとする大都市圏への影響を予測する必要がある。次年度以降も検討を継続し、長周期地

震動予測地図の完成を目指す予定である。 
 

2) HZ 法による速度構造解析 

2-a) はじめに 

昨年度業務では、地下構造モデルの構築を行うため、常時微動や地震観測記録のレイリ

ー波成分を使った速度構造推定法（HZ 法）を導入し、その適用性について検討した。そ

の結果、関東地域においても HZ 法が適用可能であることが示された。今年度は HZ 法を

水平成層モデルへ拡張し、走時・重力同時インバージョン法により得られた構造モデルに

対するチューニングとして適用した。そして、関東平野に高密度に存在する地震観測点の

観測記録を用い、首都圏周辺の三次元地下構造モデルを構築した。得られた構造は地震動

シミュレーションの結果から、より強震動を再現するモデルであることが示された。 
 

2-b) HZ 法の水平成層モデルへの拡張 

Tanimoto and Alvizuri（2006）21)により提案された HZ 法による速度構造推定法にお

いては、観測点直下における S 波速度構造を深さにより一定間隔で細かく区分し、区間

毎の S 波速度修正量をインバージョンにより求める。これに対して、Tanaka (2008) 22)

はこの HZ 法を水平成層構造モデルの解析に拡張するため、HZ 法により得られた S 波

速度構造に対する再インバージョンにより境界面の深度を求める手法を提案した。再イ

ンバージョンにおいては初期モデルを水平成層モデルとして再設定する。図 15(a)で青

線の水平成層モデルを初期モデルとした HZ 法によるインバージョンの結果が赤線であ

るとき、図 15(b)にある"mid-depth"を赤線上で各層初期速度の平均速度に相当する深さ

と定義し、再インバージョンにおける初期モデルの水平成層内境界面の深さと設定する。

各層境界面近傍に緩衝領域を取り、図 15(b)の赤線で緩衝領域の外部の速度を図 15(a)
で青線の初期速度に設定する。得られた図 15(b)の赤線が再インバージョンの初期モデ

ルとしての水平成層モデルとなる。構築した新たな初期モデルに対し再度 HZ 法を適用

した結果が図 15(c)の赤線となる。上記の再インバージョンを収束するまでくり返すこ

とにより、HZ 法を用いた水平成層構造による境界面深さ修正量を得ることが可能であ

る。 
 
2-c) HZ 法の首都圏の地震観測記録への適用による地下構造モデルの構築 

防災科学技術研究所 F-net における長期間連続地震観測記録、また同 K-NET における

イベントデータに対して HZ 法による地下構造モデルチューニングを実施した。なお、以

下の解析では HZ 振幅比は Tanimoto and Alvizuri (2006) 21)とは逆に上下動／水平動の比

として示している。従って、以下では ZH 比と呼ぶことにする。 
図 16 に関東周辺の F-net 観測点の位置図を示す。これらの観測点のうち、関東平野に

位置する観測点の記録を使って解析を行った。図 17 では IWT（岩槻）での解析結果を示

す。図 17(a)では、1997 年の１年分の観測記録を使い、1 時間のウィンドウ幅でサンプル
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した波形から ZH比スペクトルを作成した。解析に使用した周波数範囲は 0.15～0.40Hz で
ある。インバージョンでは堆積層内境界 2 面と堆積層/基盤境界面の境界面深さを求めた。

初期モデルには Tanaka et al. (2005) 23)による観測点直下の一次元速度構造を使用した。

図 17 では初期モデルおよびそれから計算される理論 ZH 比を青線で示す。6 回の iteration
を行った結果得られたＳ波速度構造モデルを赤線で表示した。図 17(b)で得られた S 波速

度構造モデルから初期モデルを構築した結果を図 18 の赤線に示す。図 19 は再インバージ

ョンを 7 回くり返して収束した結果となる。各層の境界面深さは初期モデルとインバージ

ョン結果でほぼ変わらない結果が示された。 
図 20 に関東周辺の K-NET 観測点の位置図を示す。これらの観測点のうち、関東平野

に位置する観測点の記録を使って解析を行った。図 21 では SIT008（春日部）での解析結

果を示す。図 21 では、1996～2007 年の Mw > 5 の 99 イベントの観測記録を使い ZH 比

スペクトルを作成し、F-net 観測点と同様の解析を行った。図 21 は再インバージョンを 7
回くり返して収束した結果である。SIT008 は IWT と近傍であることより、IWT と同様に

各層の境界面深さは初期モデルとインバージョン結果でほぼ変わらない結果が示された。

また ZH 比のばらつきの誤差内で IWT と同様の ZH 比スペクトルに収束する。 
平野内に多数分布する F-net・K-NET 観測点下で得られた S 波速度構造を統合し、各

層境界面の深度分布を得た。図 22 は下総/上総層、上総/三浦層、堆積層/基盤境界面深

さのチューニング結果を示す。得られた速度構造モデルでは、P 波のみの構造と比較し

て平野内で基盤上面の深い領域が広がり、三浦層(堆積層第３層)が厚くなった。また基

盤が露出する点で堆積層が厚く得られる。 

 
2-d) 地震動シミュレーションによる地下構造モデルの検証 

得られた地下構造モデルの検証として、中規模地震の波形記録の再現を行った。1998年
5月3日の伊豆東方沖を震源とするMw 5.7の地震のK-NET観測点における波形記録を用い、

ボクセル有限要素法により地震動シミュレーションを実施した。用いた地下構造は本研究

における堆積層・基盤構造モデルに加えて、地殻やフィリピン海プレートを考慮した。プ

レート構造にはSato et al. (2005) 7) から地震活動の分布および海底地形を考慮して修正

し、統合したモデルを用いた。関東平野内の代表的なK-NET観測点で地表での波形を計算

し、観測記録と比較する。図23は波形を計算した観測点、図24は各観測点での3秒でのロ

ーパスフィルタを通した速度波形の比較を示す。得られた再現波形は、Afnimar (2002) 24)

の屈折・重力同時インバージョンによる構造モデルで計算された波形と比較して観測波形

の振幅をおおむね再現することが確かめられた。 

 
3) 震度データによる安政江戸地震の震源モデルの推定 

3-a) はじめに 

首都圏に甚大な被害をおよぼす M7 程度の首都直下地震の震源モデルを考える上で、過

去にこの地域で発生した地震の震源像を明らかにすることは重要である。1855 年 11 月に

発生した安政江戸地震では江戸市中を中心に多くの被害を生じたことはよく知られている

が、この地震は地震計による観測が行われる以前に発生した地震であるため、詳細な震源

モデルを推定することは難しい。しかし、安政江戸地震では各地に被害状況に関する記述
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が数多く残っており、それらをもとにして震源に関する研究がなされている。多くの研究

では震央位置については東京湾北部周辺と推定されているが、その深さについては深さ約

10km の地殻内とするもの(古村・竹内, 2007) 25) から 70km 程度とするもの(引田・工藤, 
2001) 26) までいくつかの見解がある。震央についても、東京湾北部付近とは考えられてい

るものの、首都直下地震の震源断層モデルを考える上ではより詳細な震源像を得ることが

望ましい。そこで、既存の震度分布をもとに安政江戸地震の震源モデル（強震動発生源分

布）を推定することを試みた。 
 

3-b) 解析データ・解析方法 

計算に用いる震度データとして宇佐美(2003) 27) によって収集整理された震度分布（図

25 に○で示した）を使用する。震源モデルを推定するためには、地表での震度データから

表層地盤による増幅の効果を除去しなければならない。そこで、次のように各地点の増幅

率を推定した。まず、図 25 に示した若松・他(2005) 28) による 1km メッシュごとの地形

区分をもとに、地形区分と表層 30m の平均Ｓ波速度(AVS30) との経験的関係式(松岡・他, 
2005) 29) により AVS30 を推定する。次に AVS30 と最大速度(PGV) の増幅率の関係(藤
本・翠川, 2006) 30) を使い各メッシュでの速度増幅率を推定した。その分布を図 26 に示す。

ここで求めた増幅率は PGV に対するものであり、また、震源からの地震動強さの推定も

後に述べるように PGV の距離減衰式を基本としている。そのため、震度データを藤本・

翠川(2005) 31) の関係式を使って地表での PGV に変換した後に、先に求めた増幅率で除し

て工学的基盤での PGV を推定した。 
こうして作成した工学的基盤での PGV 分布をもとに最小二乗法により断層モデルを推

定する。モデルから計算される PGV を計算する際に、断層上の破壊伝播効果を取り入れ

るために次のような PGV 推定式を使用した(引間・他, 2003) 32)。この手法の概念図を図

27 に示す。まず設定した断層面を小断層に分割し、そこでのマグニチュードに応じた最大

値を持った包絡線を考える。このときの最大値は司・翠川(1999) 33) による PGV の距離減

衰式を用いた。次に、これらの包絡波形が破壊伝播による時間遅れを伴って順次計算地点

に到達すると考え、これらを足し合わせて断層全体からの包絡波形を計算する。このとき、

震度に関係するような短周期成分の位相はランダムであると仮定して、包絡線の二乗和の

平方根を断層からの包絡波形とする。そして、包絡波形の最大値をその地点での PGV と
して採用する。このように計算される PGV と震度から換算した工学的基盤での PGV と
の残差が最小となるように非線形最小二乗法により各小断層のマグニチュードを推定した

ものを強震動発生源分布とした。 
 

3-c) 試算結果 

中央防災会議・首都直下地震対策専門調査会(2004) 34)による「東京湾北部直下のプレー

ト境界地震」と同じ断層面を仮定して行った予備解析を行った。その結果を図 28 に示す。

この図には上記の手順で換算した工学的基盤での PGV も合わせて示した。強震動を強く

放出した領域は、東京湾西岸の東京都から神奈川県にまたがる地域と東岸の千葉市付近に

推定された。従来の東京湾北部の震源に比べると、やや南に拡がっているように見える。

宇佐美(2003) 27) の震度分布では、地盤による増幅係数が比較的小さな房総半島や三浦半
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島でも震度 VI となる地点が存在しているため、それらの地点では工学的基盤での PGV が

大きな値となっている。今回の解析ではそれらを再現するために震源域が南に拡がった結

果になったものと考えられる。 
本年度行った試算により、震度データを使った歴史地震の震源モデル推定が可能である

ことが示されたが、いくつかの問題も明らかになった。震度データから基盤での最大速度

を推定する際には、設定地点での増幅率の見積りが重要であるが、現在はやや不確かな震

度位置情報と 1km メッシュという粗い地形区分をもとに増幅率を設定している。そのた

めこれらの精度向上を行う必要がある。また、震度データそのものについても、古文書等

に書かれた被害状況の解釈により、いくつかのものが存在している。安政江戸地震につい

ては、中村・他(2002, 2003) 35) 36) により、さらに詳細な震度分布も求められている。こ

のようなデータの違いを考慮して解析に使用する震度データの見直しを行ったうえで再度

解析をする必要があろう。さらに、解析手法についても、ばらつきの大きな震度データに

対するインバージョンの適用方法や破壊伝播を考慮した距離減衰式の定式化など、さらに

検討を要するものもある。このように、問題点も少なくないが、首都直下で発生する地震

の震源像を解明するために、これらの改良を継続して行いながら解析を進める予定である。 
 
(c) 結論ならびに今後の課題 

本年度業務では、首都圏から近畿圏にいたる広範囲での長周期地震動予測を行うために、

地下構造モデルの改良を実施し、１次モデルを構築した。そして、そのモデルを使い想定

東海地震および東南海地震の長周期地震動予測地図を試作した。また、昨年度導入した

HZ 法による地下構造推定手法の改良を行い、関東地方に配置された地震観測点の記録に

適用して地下構造モデル構築に必要な情報を収集した。それらと既存の構造モデルを合わ

せて関東地方及びその周辺の地下構造モデルを高度化した。さらに、過去に発生した地震

の震度データを用いた震源モデル推定手法の検討を開始し、安政江戸地震を対象に予備的

解析を行った。 
南海トラフでは今回想定した２つの地震に加えてさらに規模が大きな南海地震の発生

も想定されている。今後は、この地震についても首都圏をはじめとする大都市圏への影響

を予測する必要がある。その場合、計算対象領域は今年度の範囲よりもさらに拡がること

になるため、それらに対して地下構造モデルの改良を行い、長周期地震動予測地図の完成

を目指す。また、過去に首都直下およびその周辺で発生した地震の解析についても、デー

タの再評価や解析手法の改良を進め、断層モデル推定結果の信頼性向上を行っていく必要

がある。 
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Vol.19, pp.32-37, 2003. 
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2)ソフトウエア開発 
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3) 仕様・標準等の策定 
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(3) 平成 21 年度業務計画案 

首都圏から南海トラフまでを含む広域の地下構造モデルの構築を完成させ、南海地震も

含んだ長周期地震動予測地図をとりまとめる。また、相模トラフ沿いの地震や首都直下で

過去に発生した地震についての解析では、資料収集・整理を継続して行い、歴史地震デー

タを使った震源過程解析手法についても検討を継続する。 
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図 1．大大特プロジェクトにおいて作成された広域地下構造モデル 3)。 

 
 

表１．地下構造モデルの物性値表 3) 。 

層番号  P 波速度 Vp 
(km/s) 

S 波速度 Vs 
(km/s) 

密度ρ 
 (g/cm3) Q0

※  備考  

1 1.7 0.35 1.80 70  

2 1.8 0.50 1.95 100  

3 2.0 0.60 2.00 120  

4 2.1 0.70 2.05 140  

5 2.2 0.80 2.07 160  

6 2.3 0.90 2.10 180  

7 2.4 1.00 2.15 200 付加体  

8 2.7 1.30 2.20 260  

9 3.0 1.50 2.25 300  

10 3.2 1.70 2.30 340  

11 3.5 2.00 2.35 400  

12 4.2 2.40 2.45 400  

13 5.0 2.90 2.60 400  

14 5.5 3.20 2.65 400 

15 6.0 3.53 2.70 400 
上部地殻  

16 6.7 3.94 2.80 400 下部地殻  

17 7.8 4.60 3.20 500 マントル  

18 5.0 2.90 2.40 200 海洋性地殻第 2 層  

19 6.8 4.00 2.90 300 海洋性地殻第 3 層  

20 8.0 4.70 3.20 500 海洋性マントル  

※振動数比例の Q 値, Q=Q0・f/f0 を用いた.f0 は基準振動数で 0.2 Hz とした 
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（Mj 7.1，深さ18km走向280°，傾斜42°,すべり角105°）

2004年9月5日紀伊半島沖の地震の前震 

図 2．長周期地震動の再現計算に用いた地震の震央（星印）と震源時間関数。 
 
 

(b) 観測波形 (c) 計算波形 

(a) 観測点位置 

 

 

図 3．初期地下構造モデルによる 2004 年紀伊半島南東沖の地震の再現計算結果。(a):観測

点位置、(b):観測波形、(c):計算波形。速度波形は NS 成分のもの。 
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図 4．2004 年紀伊半島南東沖の地震の再現計算における駿河湾周辺での観測波形と計算波

形との比較。赤は観測波形を、黒は計算波形を示す。右図は波形の一致具合をランク分け

してプロットしたもの。 
 

 

 
図 5．地下構造モデルの改良を行った領域。 

駿河湾西岸 
SZOH36  

静岡市 
SZOH43  

駿河湾東岸 
SZOH39  

駿河湾西  

伊豆半島南部

伊豆半島北部
富士周辺  

丹沢  
御坂  
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図 6．レシーバー関数による速度構造解析例［SZO011（富士宮）］。 

 
a)初期モデル  b) 修正モデル 

   
図 7．初期モデル(左図)に対してレシーバー関数解析結果を考慮して修正した地下構造モデ

ルの基盤深度分布(右図)。 
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1.5の等 値 線 ≒Vs2.0km/s
露頭，Vs1.0km/s相当層の

端部 

Vs2.1km/s Dep.85m

Vs2.2 Dep.85m

反射法断面図  
（Kodaira et al., 

 

 

Depth（km） Vs2.3 Dep.80m 

2004） 

KiK-net
K-NET 

 

図 8．駿河湾・御前崎周辺の観測点のスペクトル振幅比。2004 年紀伊半島南東沖の地震（本

震）で観測された波形をもとに、SZOH24 を基準としたフーリエスペクトル振幅比を示す。 
 

a)修正モデル  b) 再修正モデル 

   
図 9．改良されたモデルでの駿河湾付近の付加体層厚分布。 
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a) 

 

 
b) 

 
 

c) 

 

図 10．再修正した地下構造モデルを使って計算した 2004 年紀伊半島南東沖の地震の再現

波形。a):観測点位置、b):SZO018(榛原)、c):SZO019(掛川)の波形の比較。赤:観測波形、青:1
回目の修正モデル、黒:２回目の修正モデルによる計算波形。 
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図 11(a)．改良前の地下構造モデル（左）と改良後の地下構造モデル（右）。Vs=1.5km/s

層の上面深度（海域では付加体下面深度に相当）を示す。 
 
 

  
図 11(b)．改良前の地下構造モデル（左）と改良後の地下構造モデル（右）。Vs=3.2km/s

層の上面深度（地震基盤上面に相当）を示す。 
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図 12(a)．フィリピン海プレート上面深度の分布。断面図を作成した位置を合わせて示す。 

断面１ 断面2 

 
 
 
 
 
 

関東平野 

断面2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フ ィ リ ピ ン 海

プレート 
モホ 

コンラッド 

濃尾平野 
付加体 

断面１ 

図 12(b)．作成した地下構造モデルの断面図。左：濃尾平野、右：関東平野を通る南北断

面図である。 
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★：破壊開始点 

□：震源断層 

■：アスペリティ領域

図 13．想定東海地震に対する長周期地震動予測の最大速度値分布。 
 
 

 

★：破壊開始点 

コンターはすべり量を

表す 

図 14．東南海地震に対する長周期地震動予測の最大速度値分布。 
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(a) 

 

(b) 
(c) 

 
図 15．速度構造の再インバージョンのための初期モデルの構築。(a）: 初期モデルとイン

バージョン結果、(b）： 再インバージョン初期モデル。(c）： 再インバージョン結果｡青

線は初期モデル、赤線はインバージョン結果を示す｡他の色は iteration 毎のモデルを示す。 
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図 16．解析に用いた関東周辺の F-net 観測点位置図。 

          

(a) 
(b) 

 
図 17．IWT(岩槻観測点)での解析結果。(a)：観測による ZH 振幅比とモデルから計算され

る ZH 振幅比の比較、(b)：S 波速度構造モデル。青線は初期モデルを示し、赤線はインバ

ージョン結果｡他の色は iteration 毎のモデルを示す｡ 
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図 18．IWT における速度構造の再インバージョンにおける初期モデルの構築。 
 

    

(a) 
(b) 

 
図 19．IWT における 7 回の再インバージョンによる最終結果。(a)：観測による ZH 振幅

比とモデルから計算される ZH 振幅比の比較、(b)：S 波速度構造モデル。青線は初期モデ

ルを示し、赤線はインバージョン結果｡ 
 
 

 288



 
 
 

 

図 20．解析に用いた関東周辺の K-NET 観測点位置図 

    

(a) 
(b) 

 
図 21．SIT008(春日部)の 7 回の再インバージョンによる最終結果。(a)：観測による ZH
振幅比とモデルから計算される ZH 振幅比の比較、(b)：S 波速度構造モデル。青線は初期

モデルを示し、赤線はインバージョン結果｡ 
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(a) 
(b) 

 

 

(c) 

 
図 22．HZ 法インバージョンによって推定された関東平野の S 波構造モデル。(a)：下総/

上総層境界、(b)：上総 /三浦層境界、(c)：堆積層/基盤境界面の深さ分布。 
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図 23．地震動シミュレーションを行った地震の震央（星印）と K-NET 観測点（三角印）。 
 

 

図 24．地震動シミュレーションによる地下構造モデルの検証｡EW 速度成分(cm/s)｡黒線が

観測記録、赤線が推定された地下構造モデル、青線が Afnimar(2002) 24)の地下構造モデル

を用いた合成波形｡ 
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図 25．宇佐美(2003) 27)による安政江戸地震の震度分布と若松・他(2005) 28)による地形区

分。 
 

 
図 26．地形区分から換算した最大速度の増幅率。 
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図 27．破壊伝播効果を考慮した最大速度推定式の概念図。 
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図 28．震度データから推定された安政江戸地震の震源モデル（予備解析結果）。断層上の

色の濃淡が強震動発生源の強さに相当する。工学的基盤での PGV も合わせて表示した。 
 
 
 
 


